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産業技術政策の展開

Ⅰ．産業技術による経済活力への貢献Ⅰ．産業技術による経済活力への貢献

① 新産業の創造の視点から
（国際競争を勝ち抜く）

② 制約要因克服の視点から
（不可能を可能に）

◆環境・エネルギー問題、廃棄物問題を克
服し、環境と経済の両立を実現

◆少子高齢化・人口減少への対応

◆健康・長寿社会の実現

◆新商品を生み出す

◆コスト競争力を強化する

◆我が国のものづくり技術の強みを活かす

「新産業創造戦略」において、重点７分野を提示
（ 科学技術に期待 ）

【 先端的な新産業分野 】 【 市場ニーズの拡がりに対応する新産業分野 】
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Ⅱ．具体的方策Ⅱ．具体的方策

○老若男女を問わず国民の科学技術に対する関心・理解度を向上

（日本は科学技術に否定的との国際比較：参考１）

○産業を支える実践的人材育成の強化

－大学におけるカリキュラムの改革（専門的知識に関するミスマッチが存在：参考２）
－実践的なインターンシップの普及（新卒人材に対する産業界の評価が低い：参考３）

①人材育成政策の強化

○「大学発ベンチャー１０００社計画」（２００１年５月発表）は２００４年度末で達成（参考４）

○ＴＬＯ（大学の技術移転機関）は４機関（１９９８年）から３９機関（２００５年）に増加

（ただし、ロイヤリティー収入は米国の１／２００の水準など：参考５）

○さらなる産学連携活動（産学官連携網、地域クラスター形成等）の強化が必要

②産学連携の推進

２

③技術戦略マップの活用

○高度部材産業など個別企業の有する強みが十分活かされていない

○国際競争の熾烈化や制約の激化を踏まえ、連携による総合力の発揮とスピードアップの
ため、新産業の創造につながる２０分野について「技術戦略マップ」を策定（参考６・７）

＜技術戦略マップの狙い＞

★新産業の創造に不可欠な技術課題についての認識

★上記技術課題の達成に向けたシナリオ

★市場・社会システムへの組み入れに不可欠な需要サイドの取組

（規制緩和、標準化等）

関係者間での共有化



参考１
参考１

科学技術肯定傾向に関する国際比較科学技術肯定傾向に関する国際比較

３
（出典：米国National Science Foundation 「Science and Engineering Indicators」）

（科学技術に対する期待指数／懸念指数の比）
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参考２
参考２

産業界の人材ニーズと大学の「学力プロファイル」のマッチング例産業界の人材ニーズと大学の「学力プロファイル」のマッチング例

大学のカリキュラムが
産業界のニーズと
ミスマッチ
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■A大学情報学部情報科学科のカリキュラム例～

■ ＩＴ産業界求める人材像（システムエンジニア）の学力プロファイル

４



理工系人材に対する産業界の評価理工系人材に対する産業界の評価
参考３
参考３

産業界の理工系人材に
対する評価は低い
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マネージメント人材の不足

新事業における即戦力
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実体験不足

狭い専門領域

コミュニケーションの不足

意欲低下、目的意識
の欠如

オリジナリティーの欠如、
問題設定能力の不足

基礎学力の不足

（出典：文部科学省、科学技術・学術審議会、基本計画特別委員会（第３回））

（原出典：「民間企業の研究活動に関する調査報告」、平成１５年度）

博士課程修了者の研究者の採用実績
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社会での経験に乏しく、企業のニーズに無関心であるな

ど、企業の研究者としての自覚に欠ける

教科書や既成の理論に偏重した教育により、独創性が

育っていない

ビジネスやマネジメント等の社会的な教育の内容・方法が

不十分

成果の出やすい研究テーマを与えるなど、修学期間内で

の学位の取得を優先し、真の実力が育っていない

専門に隣接する分野の教育の内容・方法が不十分

大学学部卒又は修士卒の新卒の研究者と比較して、元々

の資質が高くない

指導教官の研究補助的な作業が多いなど、研究の立案か

ら論文作成までの実践教育の内容・方法が不十分

その他

毎年必ず採用している ほぼ毎年採用している 採用する年もある ほとんど採用していない

有効回答に対する比率（％）

※博士課程修了の研究者又はポストドク

ターの採用実績があると回答した企業のう

ち、資質が期待を下回るとした者について

集計。

有効回答数：５２
選択可能数：３つまで
平均選択数：２.１４

博士課程修了者に対する評価
博士課程修了者に対する評価

日本経団連産学官連携部会委員会企業２７社へのアンケート
日本経団連産学官連携部会委員会企業２７社へのアンケート

（出典：日本経団連「大学における人材育成の重要性）

５



参考４
参考４ 参考５

参考５

ＴＬＯによる技術移転活動の日米比較（平成１５年度）ＴＬＯによる技術移転活動の日米比較（平成１５年度）ＴＬＯによる技術移転活動の日米比較（平成１５年度）
大学発ベンチャー数の推移と経済効果大学発ベンチャー数の推移と経済効果大学発ベンチャー数の推移と経済効果

ＴＬＯの活動は
米国にはまだ劣る

大学発ベンチャー
１０００社を達成
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企業数

年度

経済効果 雇用者数 売上高

直接効果 約1.1万人 約1.600億円

間接効果 約2.2万人 約3.000億円

 日 本 米 国 

TLO数 37機関 156機関 

特許出願件数 1,679件 6,509件 

ライセンス件数 531件 3,739件 

ロイヤリティ収入 5.5億円 10.0億ドル 

ライセンス件数／特許出願件数 32% 57% 
 

大学研究者数 178千人 186千人 

 

注1：日本のTLO数は2005年4月現在で３９機関だが、上記では各種データが把握できる2004年5月現在の３７機関を記載。
注2：日本の特許出願件数、ライセンス件数、ロイヤリティ収入は平成15年度（単年度）実績（経済産業省調べ）。
注3：米国のTLO数、特許出願件数、ライセンス件数、ロイヤリティ収入は2002年度実績（AUTM調べ） 。
注4：大学研究者数は日本、米国ともに1999年（OECD調べ）

６



参考６
参考６ 技術戦略マップ（がん医療の技術マップ・ロードマップの一部）の例

①予防の推進
個人の病気に罹るリスクの認識や
健康モニタリングにより、がんを予
防

②早期診断の実現

③治療効果の向上
局所を正確に治療し、がんの再発
率を減らすと共に個人の症状／

体質に応じた抗がん剤の投与を行

２０年後のがん医療のイメージ

確定診断
治療前診断

治療

早期診断

予防
健康モニタリ
ング

予後診断

リスク診断

確定診断
治療前診断

治療

早期診断

予防
健康モニタリ
ング

予後診断

リスク診断

PETPET

＜代表的な要素技術のロードマップ＞

Quality of Lifeの向上全てのがんでの５年生存率：
２０％向上

難治性がん(膵がん、肝がん、肺がん等）
での５年生存率の向上

転移していない早
期(数mmのがん)
での発見率、難治
性がん（肺がん、
肝がん等）の発見
率を飛躍的に向上

うことによ
り、患者の
負担少なく
早期に社
会復帰

現在 ２０１５ ２０２５

診断薬等の増加、機器の高性能化
や複数機器の組み合わせ（ＰＥＴ・Ｍ
ＲＩ・光等）によるがん細胞の複数の
機能情報の取得を通じて、詳細か
つ早期の診断を実現

これまでのＣＴやＭＲＩによる画像診
断に加え、新たな分子イメージング
技術であるＰＥＴの実用化（ブドウ糖
代謝の診断薬による、肺や食道等
のブドウ糖代謝の高くない部位等に
おけるがんの診断）

ＤＤＳの薬剤キャリアについて、臨
床試験中

種々の外部刺激(熱・光・超音波等)
に応答する薬剤キャリア（高分子ミ
セル型）を使用したＤＤＳの実用化

癌細胞の分子メカニズムをピンポイ
ントで狙う分子標的薬の一部実用
化

難治性がん等の早期発見につなが
るＰＥＴ用の細胞増殖や低酸素部位
の診断薬、その他の診断機器の造
影剤が実用化

一部のがんについて発症前段階に
おいて遺伝子等を診断することによ
り、将来の発症リスクが認識可能（“
罹患リスク診断”の開始）。

１つのバイオマーカーで複数の疾患
に関する罹患リスクの把握が可能
になるなど、バイオマーカーの統合
的利用が可能になる。

がんに対する治療効果の高い抗体
医薬がほぼ提供されるようになる。

油脂等を利用した薬剤キャリア（リ
ポソーム型）のＤＤＳが実用化

日々の健康管理に有効な健康モニ
ター装置が増加し、罹患リスク診断
結果を考慮した予防医療が促進さ
れる。

複数の癌において、罹患リスク診断
が実用化

＜2025年におけるがん医療のイメージ＞

分
子

イ
メ
ー
ジ
ン
グ

投
与
前

診
断
技
術

抗
が
ん
剤

Ｄ
Ｄ
Ｓ

抗体医薬の低コスト化、安価である
低分子の分子標的薬の増加。

遺伝情報の診断による患者の体質
診断に応じて、一部の抗がん剤で
薬効、副作用の判定が実用化。

多くの抗がん剤において、遺伝情報
の診断による患者の体質・病態診
断に応じて薬効、副作用の判定が
普及。（複数の抗がん剤から診断に
より投与する薬剤を選択）

１つのマーカーによる患者の体質・
病態診断に応じた薬剤選択、治療
法の選択が普及。（１つのマーカー
により薬剤の特定・選択）

目
標

（DDS: Drug Delivery System 薬剤とそれを覆うキャリアからなる薬剤伝達システムであり、外部刺激に応答するものもある。）

（分子イメージング： 組織形状だけでなく、分子・細胞レベルでの生体機能等を画像化する技術）

７



○制度課題の抽出、解決
・安全性確保に向けたルール作り

・事故への対応

・医療・福祉制度における対応 等

○普及促進策の検討

企
業
の
取
組
み

基
盤
的

技
術
開
発

普及段階

2010 2015

特定の作業を行う単機能ロボット（タイプ①）
の市場投入（掃除・警備ロボット）

本格普及段階

国内市場規模見込み（２００３年 約５千億円） 約１．８兆円 約６．２兆円

2025

特定の人に自らの制御で特定の作業を行う
ロボット（タイプ②）の市場投入（介護・福祉ロボット）

市場投入されるロボットの
応用範囲の拡大

官公需を含む先進的なユーザーに
よるモデル的な先行用途開発・実需
発掘（実際の導入・運用の支援）

タイプ②に係る実証試験を中心としたモデル開発
（福祉分野・介護施設等と連携）
【人間支援型ロボット実用化プロジェクト(’０５～’０７)】

地方自治体等との連携（’０６～）
・ロボット開発支援地域との連携
（福岡、大阪等）
・自治体関連事業へのモデル導入支援
（除雪ロボット、消防支援ロボット等）

タイプ③に係る実証試験を中心と
したモデル開発

先
行
用
途
開
発

制
度
基
盤
の
整
備
等

人と周囲状況を判断して
自律的に多様な作業を行
うロボット（タイプ③）の市場
投入（汎用ロボット）

ロボット開発の活性化、ロボット産業への参入企業の拡大

タイプ①に係る実証試験を中心としたモデル開発
【次世代ロボット実用プロジェクト（’０４～’０５）】（万博ロボット）

安全講習／登録制度／情報通信関係 等の
ロボットに関する制度のあり方について検討

責任の明確化／ＰＬ保険 等

ロボットの潜在需要を踏まえた研究開発
／技術マップを踏まえた要素技術開発

人間に対する安全性評価
・安全基準の検討

薬事法 等について検討介護保険の対象化検討

開発支援策（上述）
導入支援策：社会的受容の形成、政府調達、導入優遇措置等

研究開発の支援
・ロボットベンチャー企業支援、ロボットコンテスト等

各省や地方自治体との連携の下、
継続して、用途開発、技術開発、
制度整備を一体的に推進

‘０５
愛・
地球博

2004
ロボット分野の導入シナリオ

プレ普及段階実用化に向けた環境整備

●インターフェースの共通化【次世代ロボット共通基盤開発プロジェクト（’０５～’０８）】
●ミドルウエアの開発【ロボットの開発基盤となるソフトウエア上の基盤整備（’０２～’０４）】

基盤的要素技術の確立
【次世代ロボット基盤的要素技術開発（’０３～’０５）】

共通基盤の
拡充・高度化

万博ロボットの安全の具体的
措置、安全性評価の検討

技
術
課
題
の
抽
出

制
度
課
題
の
抽
出

実
証
デ
ー
タ
収
集

技術戦略マップ（ロボットの導入シナリオ）の例参考７
参考７
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